
 九州旅客鉄道株式会社の経営企画部長の森でございます。皆様、本日はお忙しい中、ご参加
いただき、誠にありがとうございます。 

 

 私から、2020年3月期第１四半期決算および通期業績予想、また、中期経営計画の取り組み
状況について説明いたします。  

 

 4ページをご覧ください。 

 







 連結決算の営業収益は、JR九州の鉄道旅客運輸収入やマンション販売収入の増などにより、
対前年15億円の増収となりました。 

 

 一方、営業利益は、JR九州の減価償却費の増や税制特例措置の廃止に伴う費用の増などによ
り、対前年5億円の減益となりました。 

 

 親会社株主に帰属する四半期純利益は、営業利益の減益に加え、営業外損益において投資有
価証券の運用益が減少したことなどにより、対前年で10億円の減益となりました。 

 

 また、EBITDAは、対前年で2億円増加しました。 

 

 詳細については、5ページをご参照ください。 

 

 次にセグメント別の実績について説明いたします。6ページをご覧ください。 

 





 セグメントについて、説明いたします。 

 

 運輸サービスセグメントについては、ＪＲ九州の減価償却費の増や税制特例措置の廃止に伴
う費用の増などがあったものの、鉄道旅客運輸収入の増や駅ビルに関する収益費用計上区分
の変更による収入の増により、増収・増益となりました。 

 

 建設セグメントについては、新幹線関連工事の減などにより、減収・減益となりました。 

 

 不動産・ホテルセグメントについては、不動産賃貸収入やマンション販売収入の増などによ
り増収となったものの、ホテルの開業準備費用や駅ビルに関する収益費用計上区分の変更に
より、減益となりました。 

 

 流通・外食セグメントについては、ファーストフード店の新規出店などにより、増収・増益
となりました。 

 

 続きまして、単体決算について説明いたします。8ページをご覧ください。 

 



 

 



 単体決算について、説明いたします。 

 

 鉄道旅客運輸収入およびマンション販売収入の増などにより増収となったものの、税制特例
措置の廃止および減価償却費の増などにより、営業利益は減益となりました。 

 

 また、受取配当金の減などによる営業外損益の減により、四半期純利益は減益となりました
。 

 

 次のページをご覧ください。 



 鉄道旅客運輸収入について、説明いたします。 

 

 新幹線は、昨年の大河ドラマ放映の反動はあったものの、ゴールデンウィーク休暇の長期化
や堅調な需要により、対前年101.5%となりました。 

 

 また、在来線も、ゴールデンウィーク休暇の長期化に加え、久大本線運転再開などにより、
対前年103.3%となりました。 

 

 続きまして、2020年3月期の業績予想について説明いたします。 

 

 11ページをご覧ください。 

 





 2020年3月期通期業績予想については、2019年5月13日公表の予想から変更しておりません
。 

 

 なお、セグメント別業績予想については12ページ、単体業績予想については13ページに記載
の通りです。 

 

 続きまして、中期経営計画の取り組み状況について説明いたします。15ページをご覧くださ
い。 









 本中期経営計画の位置づけと重点取り組みを表しています。 
 

 本計画は、前中期経営計画から引き継がれる課題をふまえ、更には2030年長期ビジョンの実
現に向けて3つの重点取り組みを設定しております。具体的には、更なる経営基盤強化を礎と
して、第一に主力事業の収益力強化、第二に新たな領域における成長と進化を並行して一体
的に推進してまいります。  
 

 それでは、中期経営計画の取り組み状況を説明いたします。次のページをご覧ください。 



 まず、「収支改善による持続的な鉄道サービスの構築」に関する取り組み状況です。 

 

 「更なる収益機会の追求」については、観光需要の促進や鉄道の魅力を活かしたまちづくり
の推進するため、『Go! Waku Waku Trip with MICKEY』 プロジェクトの展開や、ANAさ
まとの連携に取り組んでおります。 

 

 また、「生産性の向上」については、将来の収支改善を目的とし、データ活用による鉄道信
号設備のメンテナンスコストの削減を図る取り組みや、ドローンの活用による省力化、省人
化などを推進する取り組みを進めています。 

 

 次のページをご覧ください。 



 次に、「拠点地域の戦略的まちづくり」に関する取り組み状況です。 

 

 「福岡都市圏での積極的な事業展開」については、当社のホテルブランドで最上位となる「
THE BLOSSOM 」ブランドのホテルとして、9月に博多駅前二丁目で開業を予定しているほ
か、福岡市が公表した「博多コネクティッド」に賛同する関係者と「博多駅エリア発展協議
会」を設立し、博多コネクティッドが本格的に始動しました。今後、博多駅の活力と賑わい
を周辺エリアにつなげ、地域を元気にする取り組みを推進してまいります。 

 

 また、「駅を拠点としたまちの価値向上」について、アミュプラザ宮崎では核施設が決定し
たほか、熊本駅周辺開発では駅ビルやオフィスビルの建設に着手するなど、順調に進捗して
います。 

 

 次のページをご覧ください。 

 



 続いて、「新たな領域における成長と進化」に関する取り組み状況です。 

 

 「九州で培った強みの活用」として、今月20日には東京の日比谷に「THE BLOSSOM 

HIBIYA」の開業を予定するほか、関西地区初となるホテルの出店を京都で計画しており、さ

らに2021年には大阪中心部でタワーマンションが完成予定です。 

 

 また、「技術革新をとらえた事業の進化」の取り組みとして、スマートフォン向けアプリケ

ーションの開発や、省人化・効率化を狙いとした事前注文の実証実験の開始などに取り組ん

でおります。 

 

 次のページをご覧ください。 

 



 2030年長期ビジョンで目指しているゴールのひとつが、MaaSという新たなモビリティサー
ビス構築への挑戦であり、MaaSによる利益改善です。 
 

 そのビジョンの達成に向けた取り組みとして、5月に第一交通産業さまと業務連携契約を締結
いたしました。鉄道の高速・大量輸送サービスと、タクシーのきめ細やかな輸送サービスを
組み合わせ、お客さまのニーズによりマッチする公共交通サービスの実現を目指してまいり
ます。 
 

 また、小田急電鉄さまが主導して開発する共通データ基盤「MaaS Japan」に関する連携拡大
にも合意をいたしました。本合意により、複数のモビリティや目的地での活動を、検索から
予約・決済まで、一つのサービスのようにシームレスに利用者に提供するMaaSの実現に向け
、取り組みを推進しています。 
 

 今後も、鉄道だけでなくバス、タクシー、カーシェアリングやシェアバイク、宿泊施設や商
業施設をシームレスに連携することで、利用者のストレスを減じる移動手段を提案していく
ことで、市場創造あるいは需要誘発ひいては『まちづくり』というコミュニティを形成する
だけでなく、固定費の低減も図っていきたいと考えています。 
 

 また、MaaSの拡大には、地方自治体や地域コミュニティとの連携はもちろんのこと、今回の
取り組みのように、同業他社や異業種とのアライアンスあるいはM&Aに関する取り組みが必
要になると考えており、結果として、長期的な視点で経営基盤を強固なものにすると考えて
います。 
 

 次のページをご覧ください。 



 最後に、「更なる経営基盤の強化」に向けた取り組みとして、指名・報酬諮問委員会の設置
をはじめ、今年度の株主総会においてCFOの任命および社外取締役の更なる増員、本日詳細
を公表いたしました業績連動型株式報酬制度の導入を行いました。 

 

 また、主力の鉄道事業と合わせて、戦略的まちづくりを行う不動産事業における収益力強化
、M&Aなども含めた戦略的な事業ポートフォリオを形成するための適切な経営資源配分の強
化が必要不可欠であり、財務戦略およびIR活動の強化に注力しているところです。 

 

 その一環として、子会社におけるリース・割賦事業の譲渡を本日公表いたしました。なお、
株主さま、機関投資家の皆さまより関心の高い、中長期的な財務戦略の考え方についても現
在鋭意検討中であり、今後方針を打ち出していきたいと考えています。 

 

 以上で、説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。 




